
４．執行猶予

⑴　意義

刑を言い渡すに当たって，犯情により必ずしも現実的な刑の執行を必
要としない場合に，一定の期間，その執行を猶予し，執行猶予の言渡し
が取り消されることなく，猶予期間が経過したときは，刑罰権の消滅を
認める制度
→刑の言渡しの効力が将来的に消滅し，資格制限なども将来に向けて
なくなる

⑵　要件

ア　初度の執行猶予（25Ⅰ） 司H23-12-5

①「前に禁錮以上の刑に処せられたことがない者」（25Ⅰ①）又は「前
に禁錮以上の刑に処せられたことがあっても，その執行を終わった日
又はその執行の免除を得た日から５年以内に禁錮以上の刑に処せられ
たことがない者」（25Ⅰ②） 司H18-10-ｴ

ⓐ「前に」
「執行猶予を言い渡す判決の前に」という意味であり，「執行猶予
を言い渡すべき犯罪行為の実行前に」という意味ではない（最判昭
31.4.13）
cf．言い渡すべき罪の「犯罪行為の実行の前に」，前科の判決が下
されていなければならないとする説
ex．ＡＢ罪で起訴され，先にＡ罪についての判決が下された場合
判例の立場に立つと，その後に言い渡された B罪に対する刑は，
初度の執行猶予にできない（∵Ｂ罪の判決の前にＡ罪の判決が下
されている）が，反対説の立場に立つと，初度の執行猶予にでき
る（∵Ｂ罪の実行の後にＡ罪の刑の言渡しがされている）

反対説 判例

Ａ罪実行 Ｂ罪実行 ＡＢ罪起訴 Ａ罪判決 Ｂ罪判決

ⓑ「処せられた」
刑の執行を受けたことをいうものではなく，確定判決を受けたこと
をいう
→実刑のほか，執行猶予も含む（最判昭 24.3.31）
∵　２項（「前に禁錮以上の刑に処せられたことがあってもその執
行を猶予された」）との関係

余罪と「刑に処せられた」（25Ⅰ①）の意義
ⓐⓑに関して，判例の解釈を前提とすると不合理な結論となる場合が

ある
ex．ある罪について懲役刑の執行猶予を言い渡された者が，強盗未遂

の罪を犯していたことが発覚した場合
　　未遂減軽と酌量減軽をしても，処断刑は１年３月以上となり，執

行猶予を付すことができなくなるが（25 Ⅱ参照），仮に前の罪と同
時に審判されていたら，両者について一括して執行猶予が言い渡さ
れるべき事案では，不合理

　　そこで，余罪に関しては，「刑に処せられた」（25 Ⅰ①）とは実刑
を言い渡された場合を指し，執行猶予の付せられた場合を包含しな
い（最大判昭 28.6.10，最大判昭 31.5.30，最大判昭 32.2.6）

「前に禁錮以上の刑に処
せられたことがない者」

執 行 猶 予 期 間 の 経 過
（27）や刑の消滅（34 の 2

Ⅰ）により刑の言渡しが効
力を失ったときも含まれ
る
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②「３年以下の懲役若しくは禁錮又は 50万円以下の罰金の言渡しを受
けたとき」 司H21-18-ｳ,H23-12-1/2

ex．盗品等保管罪につき，懲役３年及び罰金 50万円の刑の言渡しを
する場合でも，この要件を満たす

イ　再度の執行猶予（25Ⅱ）

①前に禁錮以上の刑に処せられたが執行を猶予された者
ただし，保護観察中は不可（25Ⅱただし書） 司H20-19-1

②１年以下の懲役又は禁錮の言渡しを受けた場合 ﾌﾟﾚ20-ｳ,司H19-8-

4,H23-12-3

③情状に特に酌量すべきものがあること

ａ　初度の執行猶予
３年以下の懲役若しくは禁錮又は 50万円以下の罰金であれば，
①前に禁錮以上の刑に処されたことがない
又は
②禁錮以上の刑に処せられたことがあってもその執行の終わった日又は
執行の免除を得た日から５年以内に禁錮以上の刑に処せられたことが
ない
のいずれかの条件を満たせば，執行猶予を付すことができる

ｂ　再度の執行猶予
１年以下の懲役又は禁錮であれば（罰金は不可），前に禁錮以上の刑
（執行猶予付）に処せられたことがあっても，執行猶予を付すことができ
る
ただし，保護観察中は不可

⑶　執行猶予の期間

裁判確定の日から１年以上５年以下

⑷　保護観察付執行猶予（25の２） ｻﾝ4-⑥⑦

ア　初度の執行猶予

裁判所の裁量により付する

イ　再度の執行猶予

必要的に付する 司H18-10-ｵ,H22-19-3

⑸　執行猶予期間の経過

刑の言渡しの効力が将来的に消滅（27） ｻﾝ4-①,司H22-19-5,H23-12-4

 執行猶予の要件
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